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研究成果の概要（和文）：本研究は、養育困難な家庭を地域で早期支援するための地域インフラ整備について、①自治
体の枠組み、②地域支援の実践と仕組み、の2点から考察する。研究方法は、日本では要保護児童対策地域協議会の運
営実態、先行諸国ではカナダ、デンマークの地域支援の政策と実践把握を行い、海外事例から示唆を得た。結果は、日
本では「子どもと家族の生活圏で」「安心できる環境で」「必要なサービスを確実につなげる」点で地域支援は十分に
機能しておらず、政令指定都市の課題も浮上した。また、先行国の実践方法として、虐待防止に主眼を置く地域資源統
合型（カナダモデル）、地域福祉拡充型（北欧モデル）の２つのモデルを示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to examine the framework in the local level for su
pporting the high-risk children and its families at an early stage. It considers from two points, 1.The me
chanism of measure for children who require protective care, 2.The practice in the local level supporting.
 The method of research was enforced in Japan and advanced nations. In Japan, the management actual condit
ion of the regional council for children in need of protection was investigated. Overseas investigation wa
s conducted in Canada and Denmark. 
The result is 1. The local level for supporting of Japan is not fully functioning. Because the local self-
governing body cannot necessarily provide the social welfare service which they need to a high-risk child 
and its family in the area in which it lives daily and they can feel safety. 2.From the overseas measure, 
the Canada model which integrated of local resources, and the Northern Europe model which expanded the com
munity support were shown.
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１．研究開始当初の背景 
子育てや子どもを巡る問題は様々な形に

表出している。その背景には親の孤立や不安、
更には貧困といった親の生活問題が深く関
わり、問題は一段と多様化、複雑化の傾向に
ある。このような状況から、国は 2005 年の
児童福祉法改正により、市町村が子育て相談
の窓口となることとし、同時に、子育て家庭
の孤立を防ぐ地域子育て支援事業を推進し
てきた。 

さらに国は、とりわけ貧困を基底にもち、
虐待やネグレクトなどに表出する子育て家
庭の機能不全に向けて、地域レベルでの支援
をスタートしている。前述の児童福祉法改正
により、国は虐待防止にかかる支援も第一義
的に市町村が担うよう求め、一般的な子育て
相談から養育困難家庭への早期支援まで、一
貫して地域が担うよう法定化された。それを
受けて全国の自治体に要保護児童対策地域
協議会が設置され、自治体はそこでの議論を
基に多機関による支援展開を試みている。要
保護児童対策地域協議会に参画する保育所
の機能を、児童虐待予防・重症化防止の観点
から再構築する取組みも始まった。しかし、
自治体が運営する地域支援は手探り状態で
あり、実効性のある取り組みになるためには
課題が多い。 

 

２．研究の目的 
 本研究は、社会的不利をもつ子どもや養育
困難な家庭を地域で早期に支援する必要性
に着目し（図 1）、地域レベルでのインフラ整
備を検討することが目的である。具体的には
以下の 2 つの課題について考察する。 

【課題 1】 
ハイリスク要因をもつ子どもと家庭を支援
する自治体の取り組みの把握と分析 
【課題 2】 
地域支援の実践および地域資源の活用に関
する現状把握と分析 

 

３．研究の方法 
 本研究は上記の課題に対し、国内調査と先
行する海外諸国の調査を並行して進め、海外
の取り組みから示唆を得ることとした。調査
は以下を実施した。 
●調査 A 
目的：要保護児童対策地域協議会の運営実態

と課題分析 
対象：全国の自治体調査（人口 8 万人以上） 
方法：質問紙調査、パンフレット等文献調査、 
●調査 B 
目的：先行する海外諸国の自治体の政策およ
び実践把握 
対象：カナダ・オンタリオ州、デンマーク 
 なお、本研究は鳥取大学地域学部研究倫理
委員会において、研究遂行の承諾を得た。 
 

４．研究成果 
(1)要保護児童対策地域協議会の運営実態 
①調査目的と調査対象自治体の概要 
 本調査は「要保護児童対策地域協議会」（以
下「要対協」と表記）が国の政策評価におい
て低調かつ活性化の必要を指摘しているこ
とから、効果的に運営する自治体の動向、お
よびその方法と意義を明らかにする。 
 調査対象自治体は 318 件（アンケート配布
数）、回収数 204 件、回収率は 64.2%である。 
②調査結果 
●窓口の設置と窓口からの接続性 
総合的窓口の設置率は 63.7%（130 自治体）

4 割弱が窓口すらない(図 2)。また、窓口を
もつ自治体のほとんどは児童福祉関連部署
が要対協までを担っている。窓口からの関連
機関への接続性について、「子どもに対する
支援」は地域密着型の公民館や児童館などは
つなぎにくい実態が明らかになった。心理療
法へつなぐ自治体は一定数みられたが、心理
的ケアが受けられるサービスの未整備が背
景にあると思われる。 
「保護者に対する支援」はつどいの広場、公
民館、児童館へつなぐ自治体は少なく、これ
らは養育困難な家庭への支援とて機能して
おらず、家庭訪問を実施する自治体は少なか
った。一方で、生活保護や母子福祉、無料の
法律相談などの支援にはつなぐ事例が多か
った。全体的には、総合的窓口を設置してい
る自治体の方が様々な支援につながりやす
いものの、ケースにより拮抗する現状が明ら
かになった。 

図 2 総合的な窓口の設置と自治体人口 n=204 
 

●エリア形成 
人口 10 万人を超える自治体においては、

実務者会議を地域に分割して実施するよう
求められている。よって、エリア形成を尋ね
たころ、先行してエリア形成を図る 17 自治
体を抽出した。エリアは「小学校区単位」「福
祉事務所単位」「市町村合併前の旧自治体単
位」の 3タイプである。 
●政令指定都市の問題 
調査への問い合わせから、政令都市の総合
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的な窓口や所轄部署が明確でなく、区と市の
間での齟齬が複数の政令都市でみられた。 
●要対協の意義 
 要対協の意義として、関連機関が集まるこ
とで情報の共有化と共通理解が得られやす
いことが最も多く挙げられた。一方で、情報
共有にとどまり、各機関の限界性を理解した
うえで、相互の機関が責任をもって役割分担
することへは不十分と捉えていた。 
 以上より、総合的窓口の設置と支援への接
続との相関は見られなかったが、親子の生活
圏で必要とする支援が未整備であること、地
域密着型の支援にはつなぎにくいこと、エリ
ア形成は 17自治体でのみ実現していること、
政令都市の課題が見出せた。 
 
(2)カナダ・オンタリオ州のハイリスクな子ども家庭
支援の取組み 

①子ども家庭支援の理念 
カナダ・オンタリオ州の子ども家庭支援は、

本研究が地域支援モデルの１つとして注目
するものである。カナダでは公的サービスに
加え、草の根的な数々のコミュニティサービ
スが子ども家庭支援を担い、それらの編み目
からこぼれ落ちる子どもが一人もいないよ
う地域資源を統合し、拠点形成を図った支援
体制を整備している。本調査では、オンタリ
オ州子ども家庭支援のモデル都市・ハミルト
ン市とトロント市において、政策および実践
方法把握する。 
 
②調査概要 
 調査は①ハミルトン市、トロント市の子ど
も家庭支援の責任者から政策把握、州管轄の
CAS（児童相談所）、②地区のハブを運営する
責任者とスタッフから実践方法、体制、プロ
グラム、課題を把握した(表 1)。 
表 1 調査対象のハブ 

 
③ハミルトンの調査結果 
●子ども家庭支援の全体像 
 市は選挙区に基づく 5地区あり（人口約 10
万人）、各地区を子ども家庭支援の単位とし
ている。市は州の理念に則し、すべての子ど
も・家庭が必要なサービスにつながるために
5 地区全てに地域支援のハブ（「コミュニテ
ィ・ハブ」と表現）を設置している（図 5-2）。 
●ハブの設置施設 
 ハブは高齢者、障害者、家族支援を主に展
開していたものもあり、必ずしも子どもに特
化した施設とは限らない。市はむしろ、地域
で親しまれていることを（「Natural Hub」
と表現）、重要な地域資源としている。つま
り、Natural Hub のアクセスビリティと空間
を活用し、ソーシャルサービスの１つとして
子ども家庭支援の機能を強化している。 
●地域資源の統合 

 地区にはペアレンテシングセンター、アーリ
ーイヤー、図書館など子ども家庭支援関連施設
が 6～10 ヶ所設置され(図 3)、ハブは地区内の
プログラムを調整、新設する。市のネットーク
には保健センター、病院、教育委員会、学校、
OEYC（Ontario Early Years Centers）、チャイ
ルドケア、図書館、コミュニティ団体など 55
の組織・団体が参画し、地区内のサービスとも
相互連携し、個々のケースに必要なサービスも

ハブでコーディネートする。 

図 3 ハミルトン子ども家庭支援のエリア形成 

 
●拠点の運営団体 
コミュニティ・ハブはすべて民間団体が運

営し、ディレクターとして市から所長が常駐
し、市職員のコーディネーターが専門家、地
域のパトナーと共に地区の活動計画を立案、
実践、点検している。ハブの運営資金源は州
と市であるが、ニーズ調査から地区に必要と
判断されたプログラムは助成金申請やイベ
ントを実施して運営資金に充てている。 
●拠点の空間的特徴 
ハブはコミュニティセンター、学校、デイ

ケア、多目的センターなど幅広く設置されて
いるが、施設空間と実践内容とのマッチング
はプログラムの推進に重要である。例えば、
貧困地区において、子どもの食事と発達を教
えるプログラムでは料理をつくりながら教
えており、キッチンのある空間が効果的であ
る。相談はプライバシーが確保され、ゆっく
り話せる個室が望ましく、親子の交流は床に
座れる広い部屋が望ましい。このように、ハ
ブの空間はプログラムを効果的に実現する
ベースとして重要であることが分かる。 

 
④トロントの調査地区と調査結果 
調査地区はトロント市内の低所得層の多い 4
地区とした（図 4）。 
   
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 トロント市調査対象地区 
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●トロント市の子ども家庭支援の概要 
 トロント市を含むオンタリオ州では、措置
権をもつ機関は唯一、州政府が管轄する CAS
であり、民間団体に運営を委託している。CAS
は州の都市規模に応じて事務所が設置され、
トロント市では 3 ヶ所ある。CAS に通報があ
ると、即座に調査を行い特別なケースを除き、
95%は在宅支援となる。在宅支援は子どもの
居住区や安心できるコミュニティで行われ、
そこで展開されるサービスを使って支援す
る。市内には CAS とは異なる次元で虐待防止
プログラムを提供する拠点が数多く存在し
ている。市は、公的機関や民間団体が提供す
る様々なサービスをエリアのニーズに沿う
形で統合し推進している。こんことを市は
「INTEGRATION」と表現している。 
●リージェントパークを事例としたトロン
ト市の子ども家庭支援 
 再開発が進む当地区では、計画段階から学
校、コミュニティセンター、チャイルドケア
など子どもに関わる機関・団体が参画し、プ
ラン作成に関わってきた。子ども家庭支援も
ここで議論され再開発地区を中心に周辺地
区も含めて「child care」5 ヶ所、「library」
1 ヶ所、「school」3 ヶ所、「family support」
13 ヶ所を計画し、全ての家族がアクセスしや
すいことを最重要とした。アクセスしやすさ
とは物理的な距離と心理的な距離の両者を
意味し、全ての家族が「そこに行けば必要な
サポートにつながる」ことを指す。そこため
の「地域のリソースをシームレスにつなぎ」、
関連施設がすぐ連携できるよう徒歩圏に配
置している。また、再開発計画では青少年の
育成と親の雇用も重視し、読み書き・会話、
職業訓練、就職紹介など学習・就労をサポー
トする施設を新設している。つまり、リージ
ェントパークでは 0才から若者、親までを対
象に、住民が徒歩でアクセスできる圏域で継
続的にサポートできるようハード・ソフトの
両方から整備を図っている 
● Blake Street における実践 

Blake Streetは児童の過半数が移民や難民
という貧困地区であり、低所得者向け市営住
宅が建ち並ぶ。調査対象のBlake St.Satelite 
Childcare Centre は小学校の中にあり（写真
1）、空き教室にデイケア、幼稚園、ペアレン
ティングセンター、言語療法室と（以上が就
学前施設）と学童保育が設けられている。ペ
アレンティングセンターは子育てに課題の
ある親が親業を学ぶ場である。乳幼児と小学
生のゾーンはエントランスを鋏み分離され
るが、同一建物であるため子どもたちは行き
来し、5 歳児は定期的に小学校の教室で過ご
す。校長はじめ小学校関係者は乳幼児のプロ
グラム責任者と定例会議をもち、地域の子ど
もの情報を共有して問題解決に当たる。 
当該地区ではもう１ヶ所、小学校から徒歩数
分のコミュニティセンター内にもハブが設
置されている（図 5）。ここには地域子育て支
援の責任者であるスーパーバイザーのオフ

ィスがあり、地域のリソースと２つのハブを
まとめる。小学校校長、デイケア園長、幼稚
園園長、その他専門家等をネットワークし、
子育て家庭のニーズを探り、適切な社会サー
ビスにつなげるキーマンである。  

    図 5 Ｂｌａｋｅ．ｓｔ における拠点整備と活動風景 

 

●Harbourfront における実践 
Harbourfront は 1980 年代半ばに開発され

た貧困世帯の多い地区であり、市と共同でコ
ミュニティセンターを建設し空間整備から 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6  Harbourfront における拠点整備と CAPC の実践 
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スタートした。そこに地域に必要なソフトと
して高等学校、小学校、デイケア、幼稚園な
どの教育機関と学童保育、ファミリーリソー
スセンター、児童虐待防止ＣＡＰＣのプログ
ラムを呼び込んでいる(図 6)。コミュニティ
センターの運営団体は、住民の声や地域動向
のリサーチャーを置き「地域に今、何が必要
か」を常時チェックし、必要と判断されたプ
ログラムは助成金や寄付金、独自事業等で運
営資金を捻出し実現する。児童虐待防止ＣＡ
ＰＣは「ベストスタート」で移民・貧困・虐
待・障害に対応するプログラムとして推進さ
れ、運営団体がこの地区に必要と判断しプロ
グラムを呼び込んだ事例である。写真 1では
ソーシャルワーカー等の専門家が親子の中
に入り、食事を提供しながら栄養の学習機会
を提供している。ここでも学校と同一建物で
あることから、学童期へのスムーズな移行が
意図されている。更に今後、親の就労や住宅
支援のニーズも浮上している。 
 
(3)デンマークにおけるハイリスクな子どもと家庭
支援の取り組み 

①調査概要 
 調査はコペンハーゲン市ブロンスホイ・フ
ーソム・ヴァンルーセ地区のファミリーセン
ター（日本の児童相談所相当の機能をもつ）、
および実践現場として当該地区のファミリ
ーハウスで聞き取り調査を行った。フレデリ
クソン市では、コミューンの担当者、および
コミューンが運営するファミリーハウスで
スタッフに聞き取り調査を行った。 
②調査結果 
●コペンハーゲン市の社会福祉部門の概要 
デンマークでは社会サービス法に基づき

全自治体に措置権をもつ機関が設置され、運
営は自治体が独自に行っている。児童、失業
者、移民対策などの社会福祉部門は市が管轄
し、市議会が社会福祉施策を決定する。コペ
ンハーゲン市ではファミリーセンターが措
置権をもつ唯一機関であり、市内 8エリアに
各１ヶ所のファミリーセンターを設置し、約
７万人の住民をカバーする。市は人口ベース
のエリア形成、および住民のスコアに基づい
たエリア特性から、ファミリーセンターの人
員配置と予算配分を行う。市は人事と予算を
担当し、住民と直接コンタクトするのはファ
ミリーセンターである。 
●ファミリーセンターの役割 
デンマークの福祉サービスはすべて在宅

での暮らしの継続が前提であり、暴力、薬物
などから子どもが極めて危険なケースのみ
家庭外措置となり、ほとんどが在宅支援であ
る。各エリアではファミリーセンターが通報
受付から調査、指導、支援までの中核機関と
して行う。在宅支援は家庭外措置にならない
ための予防であり、親子の近くで複数のサー
ビスをつなぎながら継続的に支援すること
で予防に努める。そのためにファミリーセン
ターを核に、ファミリーハウス、ショートス

テイ、コンタクトパーソンなどハード・ソフ
トともに様々な資源が整備され、親子が 1ヶ
所でサービスを受けられるよう、複数のサー
ビスがコーディネートされている。 
●ファミリーセンターの運営体制 
 ファミリーセンター8 ヶ所の市の年間予算
は 10 億 DKK、これをエリアニーズに基づき各
ファミリーセンターに配分される。スタッフ
は約 90 人でセラピストやサイコロジストな
どの専門職が多くを占める。ファミリーセン
ターで提供される各種サービスは利用者負
担がなく、ほとんどが無料である。 
・ファミリーハウスの概要 
ファミリーハウスは在宅支援を実践する

場の１つであり、専門家がセラピーなどのサ
ービスを提供している。ここでは子どもと家
族が安心して、継続的にサービスを受けられ
ることが重視され、室内空間もそのことが意
図されている。具体的には住宅をベースとし
た大小の個室をもち、子ども部屋やリビング
ルームのような暖かいインテリアを施し、く
つろいだ雰囲気で個別面談やグループセラ
ピーが行われる。子どもと家族に必要なサー
ビスが変わったとしても他の施設を転々と
しないよう、同じ場所で継続して必要なサー
ビスが提供できるよう配慮されている。 
●フレデリクソンにおける地域支援の実践 
フレデリクソンは人口 4万人の小規模自治体
であり、ファミリーハウスがコミューンの 
子ども家庭支援の拠点として機能している。
ファミリーハウスは戸建て住宅に近く、LDK
に複数の個室、ホールを備え(図 7)、様々な
形でサービスを提供する。さらに、隣接する
戸建て住宅では、在宅支援の一環として、一
定期間専門家と問題を抱える家族が宿泊し、
時間をかけて様子を観察し、相談やセラピー
などのサービスを提供する。我が国の一時保
護とは異なり、子どもだけでなく家族が共に
専門家を交えてくつろいだ雰囲気のなかで、
親子の関係を修復していく。そのほか、青少
年向けの 24 時間滞在型青年住宅、シェアハ
ウス、ショートステイなど様々な施設が点在
する。また、これらの施設は住宅がベースと
なり、ほとんどが既存住宅を活用している。
特別に支援が必要な学校併設型宿泊施設は
マナーハウスを利用し、緑豊かな環境のなか
で子どもたちの社会復帰を目指している。 

図 7 ファミリーハウスの外観と室内 

 
(4)総括 
養育困難な家庭を早期発見・早期対応する

地域支援の取り組みは、本研究の調査から
「子どもと家族の生活圏で」「安心できる環



『北欧モデル』　地域福祉拡充型
（コペンハーゲン市Brønshøj地区の事例）
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『カナダモデル』　地域資源活用型
（トロントHarbourfront地区の事例）
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境で」「必要なサービスを確実につなげる」 
点で十分に機能しておらず、制度運用に課題 
が見出せた。先行諸国の調査からは住み慣れ
た地域で必要なサービスをつなげ、継続的に
支援する在宅支援の実践手法として 2つのモ
デルを示すことができた(図 8)。平成 27 年度
より子ども子育て新制度が始まり、要保護児
童等への支援は自治体の裁量に任される。本
研究の成果を踏まえ、今後数年間の地域支援
の動向を注意深くみる必要がある。 

図 8 先行諸国の地域支援モデル 
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